
福祉局指導監査部指導第一課

介護機関指導担当
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運営指導における主な指摘
事項について
（第1部 運営編）
【指定（介護予防）訪問看護】
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今回の内容

・従業者の配置基準

１ 人員に関する基準

２ 運営に関する基準

３ 業務管理体制に係る届出について



ここで使用する関係法令の正式名称
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 居宅条例 「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条
例」（平成24年10月11日付条例第111号）

 居宅規則 「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条
例施行規則」（平成２４年１０月１１日付規則第141号）

 条例施行要領 「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関す
る条例及び東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介
護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例施
行要領」（平成２５年３月２９日付２４福保高介第１８８２号）

 告示第１９号「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

（平成１２年２月１０日付厚生省告示第１９号）

 老企第３６号「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ
ス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費
用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１２年３月１
日付老企第３６号）
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１ 「人員に関する基準」

＜従業者の配置基準＞

◆指摘事例

〇保健師、看護師又は准看護師を常勤換算で2.5以上確保していない

〇 訪問看護ステーションにおいて月ごとの勤務表を作成していない

【居宅条例】
第６４条 指定訪問看護の事業を行う者は、当該事業を行う事業所（以下
「指定訪問看護事業所」という、）ごとに、次に掲げる指定訪問看護事業所
の区分に応じ、当該各号に定める看護師その他の指定訪問看護の提供に
あたる従業者（以下「看護師等」という。）を規則で定める基準により置かな
ければならない。
一病院又は診療所以外の指定訪問看護事業所（以下「指定訪問看護ス
テーション」という。）
イ 保健師、看護師又は准看護師（以下この条において「看護職員」と
いう。）

ロ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
二（略）
２～４（略）
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【居宅規則】
（従業者の配置の基準）
第１２条 条例第６４条第１項に規定する規則で定める基準は、次の各号に
掲げる指定訪問看護事業所の区分に応じ、当該各号に定める員数とする。

一 指定訪問看護ステーション

イ 看護職員（条例第６４条第１項第１号イに規定する看護職員をいう。
以下この条において同じ。）
常勤換算方法で２．５以上

ロ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
当該指定訪問看護ステーションの実情に
応じた適当数

2.5は保健師、看護師、
准看護師で算出します。
訪問介護員、ＰＴ、ＯＴ、
ＳＴは除きます。

１ 「人員に関する基準」

＜従業者の配置基準＞



従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表



看護師等の常勤換算方式（実績の場合）

暦月における算入の仕方種別

所定労働時間で算入有給休暇

常 勤

不算入超過勤務

不算入 （1日単位で勤務日を振替え、代休を
与えた場合は、勤務日の振替の項による。）公休日の出勤

振替出勤日→所定労働時間で算入
代休日 →不算入勤務日の振替

不算入有給休暇
非常勤

不算入超過勤務
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※日々の勤務実績の記録（タイムカード等）を整備すること。
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①＜勤務体制の確保等＞
◆指摘事例
〇職員の雇用の事実が不明確（雇入れ通知書を整備していない）
〇常勤換算を行うに当たって必要な労働条件が不明確
・常勤の職員が勤務すべき時間数を、就業規則等に明確に規定しない
・個々の職員の勤務時間が不明確（雇入れ通知書を整備していない又は
不備がある、勤務時間の記録が不十分等）

〇作成した勤務表が不適切である

◆ポイント
☆居宅施行要領第３の三の３（７）において、「②なお、指定訪問看護事業所
の看護師等については、（中略）労働者派遣法に規定する派遣労働者で
あってはならない。」

☆雇用契約は常に最新のものを整備すること（雇用期間の更新等）

２ 運営に関する基準



２ 運営に関する基準

②＜管理者＞
◆指摘事例
〇管理者とされた者が非常勤であった

◆ポイント
☆管理者は、保健師又は看護師でなければならない。ただし、管理者

の長期間の傷病又は出張等の緊急やむを得ない理由がある場合には、

老人の福祉の向上に関し相当の知識、経験及び熱意を有し、過去の

経歴等を勘案して指定訪問看護ステーションの管理者としてふさわし

いと都道府県知事に認められた者であれば、管理者として保健師及び

看護師以外の者をあてることができるものとする。この場合において

も、可能な限り速やかに常勤の保健師及び看護師の管理者が確保され

るように努めなければならない。
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２ 運営に関する基準

②＜管理者＞
◆ポイント
☆管理者は、従業者の管理、利用者の申込に係る調整、業務
の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うこと

☆管理者は、従業者に運営基準の規定を遵守させるために必要な指揮命
令を行うこと
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２ 運営に関する基準

③＜運営規程＞
◆指摘事例
〇通常の事業の実施地域について、客観的に特定できない規定をしている
〇指定訪問看護のサービスと明確に区分されている介護保険外サービス
利用料等について、指定訪問看護の運営規程で規定している
〇利用料その他の費用の額を、運営規程に規定していない

◆ポイント
☆運営規程として定めなければならない項目
１ 事業の目的及び運営の方針
２ 従業者の職種、員数及び職務の内容
３ 営業日及び営業時間
４ 指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額
５ 通常の事業の実施地域
６ 緊急時における対応方法
７ 虐待の防止のための措置に関する事項
８ その他運営に関する重要事項



③＜運営規程＞

◆ポイント
☆居宅条例第67条の「四 指定訪問看護の内容及び利用料その他の費
用の額」のその他の費用とは、エンゼルケアや通常の実施地域以外の
利用者から交通費を徴収する場合等のこと

☆運営規程と重要事項説明書の内容は常に一致させること（重要事
項の内容を更新した場合は、必ず運営規程も更新が必要）

☆令和三年度の条例改正で、新たに「虐待防止の措置に関する事項」が
追加

13



④＜利用料等の受領及び領収証＞
◆指摘事例
〇通常の事業の実施地域内において、交通費を徴収していた

〇通常の事業の実施地域内において、夜間緊急訪問に要した交通費
を徴収していた

◆ポイント
☆介護報酬には、予め通常の事業の実施地域内での交通費が含まれ
ているため、原則利用者からの交通費受領は不可

【例外】
☆条例施行要領第３の一の３（17）において、「利用者の選定により通常
事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問看護を行う場合の
交通費（移動に要する実費）の支払いを受けることができる。」として
います。
⇒但し、予め利用者等にその額等に関して説明を行い、同意を得る
ことが必要

２ 運営に関する基準
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２ 運営に関する基準

④＜利用料等の受領及び領収証＞
◆ポイント
☆また、介護給付対象となる指定訪問看護のサービスとは別に、介護

保険外サービス（例：自費のサービス）を提供する場合は以下の方法

により別途料金設定をすることは可

イ 利用者に、当該事業が指定訪問看護の事業とは別事業であり、当該

サービスが介護保険給付の対象とならないサービスであることを説

明し、理解をえること

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が指定訪問看護事業所の運

営規定とは別に定められていること

ハ 会計が指定訪問看護の事業の会計と区分されていること
15



２ 運営に関する基準

⑤＜サービスの提供の記録＞
◆指摘事例
〇サービス提供の記録が不十分

◆ポイント
☆実際のサービス提供時間を記載すること

☆利用者の心身の状況等の理由により、実際の訪問看護の時間・内容が

訪問看護計画と相違した場合、相違の理由等を記載すること
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２ 運営に関する基準

⑥＜主治の医師との関係＞
◆指摘事例
〇サービス提供開始後に、主治医からの指示書の交付を受けていた

〇主治医からの指示を文書で受けることなく、訪問看護を行っていた

〇訪問看護の内容が主治医の指示書の内容と相違している

◆ポイント
☆指示書の指示期間に注意

☆「特別訪問看護指示書」の有効期間は交付の日から１４日間

☆主治医とは、利用者の選定により加療している一人の医師のこと

主治医以外、複数の医師から指示書の交付を受けることは不可
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２ 運営に関する基準

⑦＜訪問看護計画及び訪問看護報告の作成＞
◆指摘事例
〇訪問看護計画書を作成せずに訪問看護を行っている

〇訪問看護計画書が、居宅サービス計画の内容と相違している

〇訪問看護計画書の内容が不十分である

◆ポイント
☆計画書の作成、利用者の等への説明と同意、計画書の交付は看護師が

行うこと

☆居宅サービス計画書の有効期間に注意

☆看護師等は訪問看護計画書を作成の上、サービス提供開始以前に利

用者に説明し同意を得たうえで交付すること
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２ 運営に関する基準

⑦＜訪問看護計画及び訪問看護報告の作成＞
◆ポイント
☆理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士による指定訪問看護につい

ては、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心とし

たものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるものであること等を

説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該訪問看護計

画書を利用者に交付しなければならない。

☆理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看護を提供してい

る利用者については、訪問看護計画書には、理学療法士等が提供するも

のも含め訪問看護の内容を一体的に記載するとともに、訪問看護報告書

には訪問日や主な内容を記載することに加え、理学療法士等が提供した

指定訪問看護の内容とその結果等を記載した文書を添付すること。
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２ 運営に関する基準

⑧＜掲示＞
◆指摘事例
〇事業所内にサービスの選択に資すると認められる重要事項を閲覧用に備

え付けていない

〇利用者から見やすい場所に掲示されていない。

◆ポイント
☆運営規程の概要等、サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲

示、若しくは見やすい場所に備えつけ、容易に閲覧できるようすること。

☆重要事項をウェブサイトに掲載すること。

（１年間にサービスの対価として支払いを受けた金額が１００万円以下であ

る事業所は除く）

※令和７年３月３１日までは経過措置期間
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２ 運営に関する基準

⑨＜秘密保持等＞
◆指摘事例
〇従業者の守秘義務についての取り決めを徹底していない

◆ポイント
☆守秘義務に関する誓約書を徴する、就業規則への明記、退職後の秘密

保持についても明記する等、必要な措置を講じること
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２ 運営に関する基準

⑨＜秘密保持等＞
◆指摘事例
〇個人情報の使用に関する同意を明確にしていない（利用者の個人情報

の同意（利用者が同意）と家族の個人情報の同意（当該家族が同意）を区

別していない

◆ポイント
☆利用者本人の個人情報についての同意か、利用者の家族の個人情報に

ついての同意か明示すること
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２ 運営に関する基準

⑩＜苦情処理＞
◆指摘事例
〇事業所への苦情対応の措置を、利用者に明確に周知していない（重要

事項説明書の事業所の苦情相談窓口を記載していない等）

〇外部機関（保険者、国保連）の苦情相談窓口を記載していない

◆ポイント
☆相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理

するために講じる概要について、明示すること

☆その概要について、利用者等に説明する文書（重要事項説明書等）に記

載すること

☆その概要を事業所に掲示、若しくは自由に閲覧できるようにすること
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２ 運営に関する基準
⑪＜事故発生時の対応＞
◆指摘事例
〇事故の状況、事故に際して講じた処置について記録していないため、

事故の詳細、事故発生時の事業所の対応、再発防止策等が不明確

〇事故発生に係る報告を、保険者に対して行っていない

◆ポイント
☆事故の状況、事故に際して講じた処置について記録すること

☆事故発生時の状況や処置について記録を２年間保存すること

☆事故が発生した場合の対応方法を予め定めておくこと

☆また、不測の事態の事故に備え、損害賠償保険に加入する事が望ましい24



２ 運営に関する基準
⑫＜会計の区分＞
◆指摘事例
〇事業所ごとに経理が区分されていない

◆ポイント
☆事業所ごとに経理を区分するとともに、指定訪問看護の事業の会計とその

他の事業の会計を区分すること

☆具体的な会計処理の方法等については、以下の国通知を参照すること。

・「指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経理準則の

制定について（平成７年６月１日老健第122号・保発第57号）

・「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」

（平成13年３月28日付老振発第１８号）
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２ 運営に関する基準

⑬＜記録の整備＞

◆ポイント
☆利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

当該利用者の契約終了の日から２年間保存しなければならない

（１）主治の医師による指示の文書

（２）訪問看護計画書

（３）訪問看護報告書

（４）提供したサービスの記録

（５）緊急やむを得ない場合に行った身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

（６）利用者（の不適切な給付）に関する区市町村への通知記録

（７）苦情の内容等の記録

（８）事故の状況及び処置についての記録
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２ 運営に関する基準

⑭＜変更届＞
◆指摘事例

〇通常の事業の実施地域に変更が生じていたにも関わらず、運営規程の

変更届出がされていない。

〇事業所の営業時間に変更が生じていたにも関わらず、運営規程の変更

届出がされていない。

〇相談室の配置が変更されていたにも関わらず、平面図の変更届出がされ

ていない。

◆ポイント

☆指定訪問看護事業者は当該指定に係る事業所の名称及び所在地等の

厚生労働省令で定める事項に変更があった場合は、１０日以内にその旨

を都知事に届け出ること

27



28

２ 運営に関する基準

⑮＜感染症の予防及びまん延の防止のための取組＞

◆ポイント
☆感染症が発生し、又はまん延しないように、以下に定める措置を講じなけ
ればならない。

＜委員会の設置と周知＞
（１）感染症の予防及びまん延の防止に係る対策を検討するための感染対策
委員会その他の委員会をおおむね六月に一回以上開催するとともに、そ
の結果について、看護師等に十分に周知すること。

※委員会はテレビ電話装置等を活用可能
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２ 運営に関する基準

⑮＜感染症の予防及びまん延の防止のための取組＞

＜指針の整備＞
（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること
※記載内容の例は「介護現場における感染対策の手引き」を参照

＜研修と訓練＞
（３）看護師等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓
練を定期的に実施すること。

※研修は，厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向
上のための研修教材」等を活用するなど，事業所内での研修で差支
えない。
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２ 運営に関する基準
⑯＜業務継続計画の策定等＞

◆目的◆
感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者に対するサービスの提
供を継続的に行い、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

＜業務継続計画の策定＞
（１）感染症に係る業務継続計画
【参照】介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務

継続ガイドライン
（２）災害に係る業務継続計画
【参照】介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン

＜研修と訓練＞
従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び
訓練を定期的に実施する
※感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練と一体的に実施
することも差支えない

＜見直し＞
定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行う
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２ 運営に関する基準
⑰＜虐待の防止＞

◆目的◆

虐待の発生及び再発を防止し、利用者の尊厳の保持・人格の尊重を
達成するため

＜虐待の防止のための措置＞
「虐待の未然防止」「虐待等の早期発見」「虐待等への迅速かつ適切な
対応」の３つの観点から虐待の防止に関する措置を講じること。

（１）「虐待防止検討委員会」の開催
※管理者を含む幅広い職種で構成すること
※定期的に開催すること
※委員会で得た結果（事業所における虐待に対する体制，虐待等の
再発防止策等）は，従業者に周知徹底を図ること
※テレビ電話装置等を活用可能
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２ 運営に関する基準
⑰＜虐待の防止＞

（２）「虐待の防止のための指針」の整備

次のような項目を盛り込むこと

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
二 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項
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２ 運営に関する基準
⑰＜虐待の防止＞

（３）「虐待の防止のための研修」の実施
※研修内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知
識を普及・啓発するもの
※指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年に１回以
上）を実施すること
※新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施すること
※研修の実施内容を記録すること
※研修の実施は事業所内研修で差支えない

（４）適切に実施するための担当者の設置
※専任の担当者の設置
※虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望まし
い
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３ 業務管理体制に係る届出について

◆業務管理体制に係る届出とは

・介護保険法第１１５条の３２により、介護サービス事業者
には、法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けら
れている。

・事業者が整備すべき業務管理体制は、指定を受けてい
る事業所等の数に応じ定められており、業務管理体制の
整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届
け出ることとされている。
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３ 業務管理体制に係る届出について

届出先届出先区分

厚生労働省老健局事業所等が三以上の地方厚生局の管轄
区域に所在する事業者

事業者の主たる事務所の所
在地の都道府県

事業所等がニ以上の都道府県に所在し、
かつ、二以下の地方厚生局の管轄区域

に所在する事業者

中核市指定事業所が同一中核市内にのみ所在
する事業者

区市町村地域密着型サービス（予防含む）のみを
行う事業者で、事業所が同一
区市町村内に所在する事業者

都道府県上記以外の事業者

◆届出先の行政機関について
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３ 業務管理体制に係る届出について

◆業務管理体制の整備に関する届出事項

業務管理体制に関する届出がない場合は法令違反となりますので、新
規参入または未届けの事業者におかれましては、速やかに提出してく
ださい。（※みなし事業所のみの事業者は届出不要。）

業務執行の状況
の監査の
方法の概要

業務が法令に適
合することを確保
するための規程
の概要

法令遵守責任者の
氏名及び生年月日

不要不要必要事業所等数が20未満

不要必要必要
事業所等数が20以上
100未満

必要必要必要事業所等数が100以上
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３ 業務管理体制に係る届出について

◆業務管理体制の整備に関する届出方法及び届出様式

【参考】届出先が東京都の場合
東京都福祉局ホームページ参照
（https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo
_lib/gyoumutodoke/gyoumukannritaisei）
＞福祉局トップ
＞高齢者
＞介護保険
＞東京都介護サービス情報
＞業務管理体制に係る届出・老人福祉法の届出等
＞業務管理体制に係る届出
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◆法令・基準を確認する習慣をつくる

◆各種計画に基づいてサービスを提供する

◆記録・保存の必要性・重要性を認識する

より良いサービスの心掛けをお願いします！！


